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⚫ 地球温暖化問題の解決が喫緊の課題となる中で、2015年にパリ協定が採択。（2020年
からパリ協定の運用が開始）

⚫ 平均気温上昇を産業革命以前に比べ、2℃より十分低く保ち、（2℃目標）、「1.5℃に抑え
る努力を追求」（努力目標）するために、今世紀後半の「カーボンニュートラルの達成」に取
り組む。

目
標

＜パリ協定＞

⚫平均気温上昇を産業革命以前に比べ

「2℃より十分低く保つ」（2℃目標）

「1.5℃に抑える努力を追求」（努力目標）

⚫このため、「早期に温室効果ガス排出量をピークアウト」＋「今世紀後半のカーボンニュートラルの達成」

パリ協定 4条1項
締約国は、第二条に定める長期的な気温に関する目標※を達成するため、衡平に基づき並びに持続可能 な開発及び貧困
を撲滅 するための努力の文脈において、今世紀後半に温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と吸収源による除去
量との間の均衡を達成するために、開発途上締約国の温室効果ガス の排出量がピークに達するまでに一層長い期間を要
することを認識しつつ、世 界全体の温室効果ガス の排出量ができる限り速やかにピークに達すること及びその後は利用可
能な最良の科学に基づいて迅 速な 削減に取り組むことを目的とする。
※「長期的な気温に関する目標」：2度目標、1.5度努力目標
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パリ協定における目標とカーボンニュートラル



2030目標
カーボンニュートラル

目標 各国の気候変動政策への取り組み

日本
▲46%
2013年比

<気候変動サミット等での表明
(2021年4月)>

2050年
カーボンニュートラル

<総理所信演説(2020年10月)>

成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲げ、グリーン社会の実現に最
大限注力（中略）もはや、温暖化への対応は経済成長の制約ではあり
ません。積極的に温暖化対策を行うことが、産業構造や経済社会の変
革をもたらし、大きな成長につながるという発想の転換が必要です。

<第203回総理所信演説(2020年10月)>

米国
▲50-52%

2005年比
<NDC再提出(2021年4月)>

2050年
カーボンニュートラル

<2020年7月バイデン氏の公約>

高収入の雇用と公平なクリーンエネルギーの未来を創造し、近代的で持
続可能なインフラを構築し、連邦政府全体で科学的完全性と証拠に基
づく政策立案を回復しながら、国内外の気候変動対策に取り組む。気候
への配慮を外交政策と国家安全保障の不可欠な要素に位置付け。
<気候危機対処・雇用創出・科学的十全性の回復のための行政行動に関するファクトシート（2021年1月)>

EU
▲55％
1990年比

<NDC再提出(2020年12月)>

2050年
カーボンニュートラル

<長期戦略提出(2020年3月)>

欧州グリーンディールは、公正で繁栄した社会に変えることを目的とした
新たな成長戦略であり、2050年に温室効果ガスのネット排出がなく、経
済成長が資源の使用から切り離された、近代的で資源効率の高い競争
力のある経済。

＜The European Green Deal（2019年12月）＞

英国
▲68％
1990年比

<NDC再提出(2020年12月)>

2050年
カーボンニュートラル

<気候変動法改定(2019年6月)>

2世紀前、英国は世界初の産業革命を主導した。（中略）英国は、ク
リーンテクノロジー（風力、炭素回収、水素など）に投資することで世界を
新しいグリーン産業革命に導く。

＜The Ten Point Plan for a Green Industrial Revolution（2020年12月）＞

中国

2030年ピークアウト
GDPあたりGHG排出
▲65％（2005年比）
<国連総会一般討論(2020年9月)>

<気候野心サミット(2020年12月)>

2060年
カーボンニュートラル

<国連総会一般討論(2020年9月)>

エネルギー革命を推進しデジタル化の発展を加速。経済社会全体の全
面的グリーンモデルチェンジ、グリーン低炭素の発展の推進を加速。

＜第14次五か年計画 原案(2020年11月)＞

韓国
▲24.4％

2017年比
<NDC再提出(2020年12月)>

2050年
カーボンニュートラル

<長期戦略提出(2020年12月)>

カーボンニュートラル戦略を将来の成長の推進力として利用
将来世代の生存と持続可能な未来のために、GHG排出量を削減すると
いう課題は守らなければならない国際的な課題であり、この課題は将来の
成長の機会と見なされるべき。

＜韓国の長期低排出発展戦略（2020年12月）>

※インド COP26にて2070年カーボンニュートラル達成を表明
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各国の削減目標と気候変動政策



昨月（4月）、「G7札幌 気候・エネルギー・環境大臣会合」を北海道札幌市で開催。採択されたコ
ミュニケでは、水素・アンモニアが様々な分野・産業、さらに「ゼロエミ火力」に向けた電力部門での脱
炭素化に資する点を明記。ブルー・グリーンといった色によらない「炭素集約度」の概念を含む国際
標準や認証スキーム構築の重要性を確認。
併せて歓迎されたIEAレポートでは、上記炭素集約度の有用性のほか、再エネ導入拡大に伴う調整
力の選択肢として、特に東南アジアなどの熱帯地域における水素・アンモニアを活用したゼロエミ火
力を指摘。

⚫参加国：G7（EU含む）（議長国：日本）

※招待国：インド（G20議長国）、インドネシア(ASEAN議長国)、

UAE（COP28議長国）

※招待機関： UNFCCC、OECD、IEA、IRENA、ERIA、IUCN、

WBCSD

⚫日本出席者：西村経済産業大臣、西村環境大臣、他

会合概要

【G7における水素・アンモニア関連技術のアピール】

○製造、運搬、利用等の技術について、フランス、イタリア、インド

ネシア、UAEの閣僚に対して、西村大臣から説明を実施。

→各国からは日本技術を高く評価する声があった。

○液化水素運搬船「すいそふろんてぃあ」を小樽港に停泊させ、

イギリスやEUの閣僚を船内に案内し、西村大臣から紹介。
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Ｇ7札幌 気候・エネルギー・環境大臣会合



１．気候変動における世界の動向
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２－② サプライチェーン

３．我が国の航空産業の現状認識ほか

４．国内のカーボンニュートラルに係る政策動向

５．当地域における各種動向等

６．その他
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6

2021年6月改訂のコーポレートガバナンス・コードにて、2022年4月開始の
プライム市場上場企業へのTCFD開示を実質義務化



7出典：環境省HPより



（参考）日本におけるサスティナビリティ開示について

⚫ 日本では、2022年6月の金融庁のディスクロージャーワーキング・グループ報告の提言に基づき、
有価証券報告書にサスティナビリティ情報の「記載欄」を新設。2023年1月に「開示府令」等の改
正が行われ、2023年3月期に係る有価証券報告書等から適用。

⚫ 上記「記載欄」において、企業が、業態や経営環境等を踏まえ、気候変動対応をはじめとするサス
ティナビリティ開示について、「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標と目標」の構成要素で開
示。

8出典：環境省「地域金融機関におけるTCFD開示の手引き～令和４年度TCFD開示に係る地域金融機関向け研修プログラム概要～」より中部経済産業局にて作成



１．気候変動における世界の動向

２．カーボンニュートラルに係る各種動向
２－① サスティナビリティ関連開示
２－② サプライチェーン

３．我が国の航空産業の現状認識ほか

４．国内のカーボンニュートラルに係る政策動向

５．当地域における各種動向等

６．その他
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第1回 産業構造審議会 産業技術環境分科会 グリーントランスフォーメー
ション推進小委員会／総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 2050年
カーボンニュートラルを見据えた次世代エネルギー需給構造検討小委員会
合同会合 資料２より抜粋
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海外企業の動き（サプライチェーンの脱炭素化）



11

サプライチェーン全体での脱炭素化に向けた取引慣行の変化

第4回 世界全体でのカーボンニュートラル実現のための
経済的手法等のあり方に関する研究会資料２より抜粋



（参考）欧州における自動車産業サプライチェーンでのデータ共有について①

https://catena-x.net/fileadmin/user_upload/Vereinsdokumente/Catena-X_Overview.pdf

• カテナ‐Xは、2021年3月にドイツ経済・エネルギー省が開催したオンラインイベントで、ダ
イムラーとBMWが設立を発表

• 同アライアンスは、自動車産業のサプライチェーン間でデータ交換・共有するためのプラット
フォーム

12



https://catena-x.net/fileadmin/user_upload/Vereinsdokumente/Catena-X_Overview.pdf 13

（参考）欧州における自動車産業サプライチェーンでのデータ共有について②



カーボンフットプリント算定に係るレポート及びガイドライン

⚫ 経済産業省において、「サプライチェーン（SC）全体でのCNに向けたカーボンフットプリントの算定・検

証等に関する検討会」を開催し、カーボンフットプリントを巡る状況と今後の方向性、及び算定・検証

に関する指針について取りまとめ。

⚫ CN実現のためのSC全体での排出削減に向けて、グリーン製品が選択されるような市場を創出し、我

が国の成長に繋げていくことを目的に計４回の議論を行い、以下レポート及びガイドラインを公表。

1. カーボンフットプリントレポート

• 国内外のカーボンフットプリントを巡る状況を整理するとともに、そうした状況を踏まえて、我が国企
業のサプライチェーン全体での排出削減と製品・産業の競争力強化の観点から、参照すべきルールを
考察するとともに、カーボンフットプリントに関連する政策対応の方向性を明示するレポート

2. カーボンフットプリントガイドライン

• カーボンフットプリントの算定及び検証について、上記の観点から具体的に必要と考えられる事項・
枠組について整理し、それを満たすことで一定の確からしさを担保することができるガイドライン

CFPガイドラインによる算定・検証・表示を通じた、製品サプライチェーン排出削減の促進のイメージ

サプライヤー 自社

顧客/消費者
（ブランディング・価値訴求）

部品・素材の
排出量共有

製品CFP情報

グリーン調達
（製品間比較）排出削減

1次データによる
削減効果反映

CFP取組促進
と利活用拡大

CFP取組効果のサプライチェーンへの波及、SC排出削減の好循環

出典：第1回 サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルに向けたカーボンフットプリントの算定・検証等に関する検討会 資料より抜粋 14



CFP算定の取組の流れ

出典：サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルに向けたカーボンフットプリントの算定・検証等に関する検討会 報告書

（https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/carbon_footprint/20230331_report.html）

⚫ ガイドラインにおいて、全ての算定者に求められる 「基礎要件」と、「比較されることが想定される場合」
（公共調達など、CFPを基にした他社製品との比較が想定される場合）の追加的要件を整理。
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カーボンフットプリントの具体例

出典：Allbirds HPより

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/carbon_footprint/20230331_report.html


産業・業務
・エネルギー転換部門
7.1億t（55%）

温対法報告対象※
5.8億t（44%）

報告対象の中小企業
1.2億t（9%）

※6千者

報告対象外の事業者及び活動
1.3億t（10%）

※360万者の中小企業等を含む

エネルギー起源CO2
11.1億t（86%）

中小企業
1.2億t～2.5億t
（9%～19%）

非エネルギー起源CO2
0.8億t（6%）

メタン：0.3億t（2%）

一酸化二窒素：0.2億t（2%）

代替フロン等４ガス：0.5億t（4%）

家庭部門
1.9億t（14%）

運輸部門
2.1億t（16%）

※GHGを年間3,000t-CO2以上排出する企業等は、地球温暖化対策推進法に基づく排出量報告対象となっている。

関連の問い合わせ、調査のいずれも
求められたことがない 68.7%

無回答
9.3%

準拠を求められていない
77.8%

準拠を求められている
12.9%

関連の問い合わせ、
調査が行われたことがある

9.1%

問題がある場合、改善
指導や取引停止などの
措置が明示されている

2.7%

実際の状況の把握は
行われていない

3.8%

問い合わせ、調査による
状況の把握のみにとどまり、
改善指導や取引停止など
の措置は明示されていない

6.4%

＜海外顧客からのCN対応要請＞
(注)回答企業数：1,745社

出典：2021年度ジェトロ海外ビジネス調査「日本企業の海外事業展開
に関するアンケート調査」を基に作成

＜日本のGHG排出量内訳（2017年度）＞

中小企業におけるカーボンニュートラル対応の重要性

⚫ わが国の雇用の約７割を支える中小企業等は、日本全体のGHG排出量のうち１割～２割弱
（1.2億t～2.5億t）を占め、目標実現には中小企業の取組も必要不可欠。

⚫ 近年、サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルを目指すグローバル大企業が増加。既に一
定割合の企業は、海外の取引先から脱炭素化の方針への準拠を求められている。

⚫ 金融機関は、融資先のGHG排出量を把握する動きや石炭等の化石燃料への供給資金を引き
揚げる動きがある一方で、先進的に取り組もうとする企業を支援・評価する取組が始まっている。
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第8回 産業構造審議会 産業技術環境分科会 グリーントランスフォーメーショ
ン推進小委員会／総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 2050年
カーボンニュートラルを見据えた次世代エネルギー需給構造検討小委員会 合
同会合 資料１より抜粋
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中小企業におけるCNの優先度とサプライチェーンにおける動き

⚫ 2020年以降、中小企業等におけるカーボンニュートラルの事業方針上の優先度は徐々
に高まっている。

⚫ また、同様に2020年以降、取引先から温室効果ガスの排出量の把握が求められる
ケースやカーボンニュートラルに向けた協力要請が年々増加している状況。

＜カーボンニュートラルの事業方針上の優先度＞ ＜取引先からのGHG排出量の把握、CNに向けた協力要請状況＞

出典：2023年度 中小企業白書より抜粋



（１）エネルギーコスト削減

➢ 設備投資や生産プロセス等の改善などにより、エネルギー使用量が減ることでエネルギーコストの

削減につなげることができる。

（２）製品や企業の競争力強化

➢ 自社や自社製品の訴求力向上により、競争力の強化や取引先・売り上げの拡大につなげられ

る可能性がある。

（３）知名度や認知度の向上

➢ 省エネや脱炭素に取り組んだ先進的事例として、メディアや行政機関等から取り上げられること

で、知名度や認知度の向上につなげることができる。

（４）資金調達環境の向上

➢ 金融機関においては、脱炭素経営を進める企業を優遇するような取組みも行われているため、

資金調達に有利に働く場合もある。

（５）企業価値の向上

➢ 社会課題に取り組む姿勢を示すことで、社員のモチベーション向上や、人材獲得力の強化等

につながる。

中小企業がカーボンニュートラルに向けて取り組むメリット

⚫ 中小企業のカーボンニュートラルへの取組みについては、制約と捉えられてしまう場合もある一
方で、下記のとおり、様々なメリットがあり、事業基盤の強化や新たなビジネスチャンスの獲得、
持続可能性の強化につながるものと認識して取り組むことで、成長の機会につながる。

18出典：令和４年度（２０２２年度）の中小企業の動向コラム１－２－３より中部経済産業局において一部加工、再編。



CN対応に係る課題と非対応企業のリスク

企業A：CN対応企業

企業B：CN非対応企業

➢ 初期投資が重い負担になっている
⇒補助金や低金利融資を通じて負担を軽減する

➢ 環境対応で先手を打つことで、業務効率化/コスト
削減を実現し、次第に収益性が改善する

➢ CN対応の規制が強化されることで、企業/製品の
競争力が向上し、市場でのシェア拡大につながる

➢ 環境対応が遅れることにより、エネルギーコスト
の高騰などの影響を受けて、次第に収益性が悪
化する

➢ CN対応の規制が強化され、事実上の営業許可
証となり、他社との比較などで、市場での競争力
を失っていく

⚫ 中小企業の中には、SDGｓ・企業理念の実現に向けて、CO2の見える化から削減といったCN対応を進めている企業
も存在するが、多くの企業においては、以下のような意識面、対応能力面等の課題からも対応が遅れている状況。

✓ 経営層、社員ともにCNに対する意識が高まっておらず、社内での実施体制がうまく構築できていない

✓ 取引先から現状まだCN対応要請などが来ておらず、取り組み方が分からない

✓ 「CN＝コスト増」の意識が根強くコスト削減等の金銭的価値に換算しにくい

✓ 人材確保、原油高等の経営課題を優先せざる得ない 他

⚫ CN対応はコスト削減などの観点で中長期的に財務的インパクトがあると想定され、さらに、CN対応の規制が強化され
ることで、取引先などからの選定基準となり、対応の可否が市場での競争力に大きな影響力を及ぼす可能性がある。

CN対応企業の機会と非対応企業のリスクイメージ図

19



SCでの高度なCN対応の実行

⚫ 企業のCN対応は、以下のようにまずは、「知る」ことから始まり、現状を可視化し目標を定め、目標
達成のために分析をし、削減を実行する。当該プロセスを繰り返しながら、意思決定を高度化するこ
とでCN対応を進展させていくことが重要。

CN対応を進めるためのステップ

知る
➢ CN対応のメリット
や非対応のリスク
を知る

➢ CN対応はどうす
ればいいのかを
知る

測る
➢ 自社でどれだ
けGHGを排
出しているの
かを測る

目標を立てる
➢ 2030年や

2050年に
向けて排出
量を削減し
ていくのかの
目標を立て
る

分析する
➢ どこに排出
量削減余
地が
あるのかを
分析する

PDCAを回す
➢ 他に削減余
地がないのか
を探し、
削減の
PDCAを回
す

Step

削減する
➢ 削減計画を
立て、
GHG排出
量を削減す
る

CN

ボリュームゾーン※1

トップランナー※2

【企業のCN進展イメージ】

CN対応スタートのための
意識醸成と初動支援 社内体制整備と目標設定

2030年 2050年

CN対応の実行促進と社内体制強化

20
※1：まだCN対応の温度感が高まっていないものの、今後取組の必要性が生じる企業を想定
※2：すでにCN対応を進めており、先進的な事例を創出することが期待される企業を想定
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CO2の算定

① 工場全体のエネルギー使用量の算定

✓ 電気料金伝票、ガス料金伝票など自社が使用しているエネルギーの料金伝票から全体の排出量を把握する。

② 月別のエネルギー使用量の算定

✓ 月別など時系列のエネルギー使用量を算定し、稼働時間や製造製品との相関分析のデータとする。

② 設備毎のエネルギー使用量の算定

✓ どの設備が使用量が大きいか、同設備での比較などを行うために把握可能な限り設備毎の使用量を算定する。
場合によっては生産ライン別で把握する。

✓ 例：電力ロガーで設備毎に調査。分電盤でまとまった設備を調査。省エネ診断の受診。

③ 設備や生産ラインの稼働時間の把握

④ 製品毎のエネルギー使用量の算定

✓ 製品製造時の稼働時間や使用設備からエネルギー使用量を把握し、按分などを行い、製品毎の使用量を算
定する。場合によっては売上から按分する。

工場全体
の使用量

月毎の使
用量

設備・ライ
ン毎の使用

量

設備・ライ
ン毎の稼働
時間

製品毎を算
定
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【参考】排出量の算定例（下記条件で算定）

⚫ 中部電力 メニューB 年間8,000,000kwh × 排出量係数0.388kg-co2/kwh

⇒3,104,000kg-CO2

⚫ 東邦ガス 都市ガス 年間1,300,000Nm3 × 排出量係数2.29kg-CO2/千
Nm3

⇒2,977,000kg-CO2

＊省エネ法に係る定期報告書を作成している事業者においては、活動量を把握しているため、各種係数をかける
ことにより、CO2排出量が算定できる

【参考】サプライチェーン排出量全般 環境省グリーンバリュープラットフォーム
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate.html#no00
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企業環境の変化

⚫ カーボンニュートラル実現に向け、国内外の政府・民間企業の取組が加速し、価値観、経済、社会
環境はめまぐるしく変化。そういった中で、投資家等からは、財務情報だけではなく、気候変動がも
たらすリスクと機会の把握・情報開示への要請が高まっており、企業にはおいては対応が求められる。

⚫ 今後は、企業規模の大小にかかわらず今後はサプライチェーン全体でもCN対応が求められる。

⚫ 一方で、CN対応をビジネスチャンスと捉え、SBT認証の取得や脱炭素経営を進めることで、新たな
企業価値を創出しつつ、新たな取引先の獲得や資金調達を達成している企業も存在。

中堅・
中小企業等

労働者・消費者

エネルギ需給
構造の変化

グローバル
企業

投資家
ESG等評価機関

政府

企業環境の変化のイメージ

金融機関

排出量削減等に
向けた対応の加速

エネルギー価格の
高騰

非財務情報の
開示要請

・ CN・SDGｓの取組が職場選びの基準に
・Z世代を中心とした環境対応意識の向上
・環境配慮製品への要望拡大

投融資への働きかけ

・CN先進企業への支援
・新たな環境規制の導入
・CNに向けたルールメイキング

事業環境
の変化

・社会的責任
・災害への備え



１．気候変動における世界の動向

２．カーボンニュートラルに係る各種動向

３．我が国の航空産業の現状認識ほか
３－① 航空機産業の現状
３－② 航空機産業を取り巻く環境の変化（グリーン）

４．国内のカーボンニュートラルに係る政策動向

５．当地域における各種動向等

６．その他
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我が国航空機産業の世界市場との比較

⚫ 民間航空機市場は、一時はコロナで落ち込んだものの、年率3~4％で旅客需要の増加が見込まれている。

⚫ 我が国航空機産業は着実に成長を続けており、コロナ前には売上高ベースで2兆円規模にまで発展した。
一方、欧米主要国と比較し規模は小さく、今後世界市場が拡大する中、その分成長余地が大きいといえる。

出典：日本航空宇宙工業会2019

主要国の航空宇宙工業生産額

28.69 

4.72 

9.07 

5.00 

2.76 

2.20 

0

5

10

15

20

25

30

35

アメリカ イギリス フランス ドイツ カナダ 日本

(兆円/年）
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世界の航空旅客需要（RPK）の予測

出典：一般財団法人日本航空機開発協会「令和3年度民間航空機関連データ集」

※航空機(民防)は
1.87



我が国における航空機産業の重要性

⚫ 航空機は国際的な物流・移動手段の要。我が国も、国際旅客輸送の96%は航空輸送に依存しているととも
に、付加価値が高い重要貨物は航空輸送が大きな割合を占めており、国民経済が依拠する重要な産業。

⚫ また、航空機の部品点数は300万点にも及び中小を含めて幅広いサプライチェーンで支える構造となっており、
波及効果の大きい産業。加えて、そのサプライチェーンは民間航空機のみならず防衛産業においても重要な
役割を担っており、安全保障上も重要。

◆ グローバルな経済活動の根幹である我が国の国際旅客輸送の
96%は航空機。

◆ 航空機は、少量高付加価値なもの、時間管理・品質管理（湿
度や振動等）が厳しいものの輸送に適しており、半導体・電子部
品、医薬品などの重要貨物は航空輸送に依存。

◆ コロナ禍においては、ワクチン、マスクなどの医療関係貨物の緊急輸
送が航空輸送に集中し輸送費が高騰するなど、航空貨物輸送の
重要性が改めて確認された。

出典：令和4年度交通政策白書

航空輸送の重要性

我が国の国際旅客輸送量・比率 我が国の国際貿易における航空輸送の比率
（金額ベース）

出典：通商白書2020をもとに経済産業省作成

半導体等電子部品

医薬品

科学光学機器

半導体等製造装置

写真用・映画用材料

82%

72%

64%

60%

56%

0% 100%

◆ 航空機の部品点数は300万点*にも及び、サプライチェーンへの波及効果
が高い。実際に我が国においても中小サプライヤー含めて多くの企業が参画
している。

◆ 航空機生産には、個別に厳格な安全認証が存在し、代替には大きなコス
トと数年単位の時間を要する。その一部でも欠けると、新規航空機の生産、
既存航空機の安全運航にも支障をきたす。そうした観点から、我が国航空
機産業はグローバルな航空機生産を支えている。

◆ また、民間航空機のサプライチェーンは、我が国防衛産業においても重要な
役割を担っており、安全保障上の重要性も高い。

我が国における航空機産業の重要性

*出典：中村 洋明「新・航空機産業のすべて」（2021）

▲本邦の航空機・エンジンのサプライヤー構造概念図

航空機完成メーカー
エンジン完成メーカー

機体メーカー

エンジンメーカー

装備品メーカー

Tier1

Tier2,Tier3/裾野

治工具

素材

加工

部品

工作機械

Tier2：404社
Tier3：1,058社

26
出典：日本政策投資銀行「本邦航空機産業の過去・現在・未来」

(2016年７月)をもとに経済産業省作成



航空機産業の成長予測

⚫ 民間航空機市場は、年率３~４％での増加が見込まれる旅客需要を背景に、双通路機、単通路機ともに
新造機需要も拡大していく見込み。

⚫ これまで、LCCの認知や欧州での航空自由化を背景として単通路機の納入機数が年ごとに増加してきた。
今後も、新興国の成長を背景にアジア地域内での旅客需要が増加していくこと、LCC等の利用がさらに拡
大していくこと、航空機の性能向上に伴い中小型の航空機の適用可能航路が増える中、そうした航空機の高
頻度運航によりエアラインの資本効率が高まる（ハブ＆スポークからポイントtoポイントへの移行）こと等から、
単通路機需要が大きく拡大していくことが見込まれる。

出典：一般財団法人日本航空機開発協会
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400席以上

310-399席

230-309席

170-229席

120-169席

100-119席
60-99席

20-59席

ジェット旅客機の運航機材構成の推移 地域別新造旅客機需要見込み

アジア太平洋

13,263

37%

北米

8,718

25%

欧州

7,427

21%

中東

2,127

6%

中南米

1,801

5%

CIS

1,509

4%

アフリカ

799

2%

世界全体35,644機

出典：一般財団法人日本航空機開発協会「民間航空機に関する市場予測2022–2041」
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双通路機新規需要

双通路機残存機

単通路機新規需要

単通路機残存機

65.7％

19.1％

74.4％

18.6％

15.2％ 7.0％



１．気候変動における世界の動向

２．カーボンニュートラルに係る各種動向

３．我が国の航空産業の現状認識ほか
３－① 航空機産業の現状
３－② 航空機産業を取り巻く環境の変化（グリーン）

４．国内のカーボンニュートラルに係る政策動向

５．当地域における各種動向等

６．その他
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完成機プロジェクト（三菱スペースジェット）の中止

⚫ 完成機事業として、三菱スペースジェットの開発が行われてきたが、開発は中止された。

⚫ 一方で、試験データ・設備、開発プロセスを経験した人材、CRJ事業等から得られた知見も多くあり、これらも
有効活用することが重要である。

＜これまでの経緯＞

➢ 2008年4月、三菱重工が三菱航空機を設立して開発開始。半世紀ぶりの完成旅客機開発。
当初、５年間の開発計画。2015年11月に試験機による初飛行。

➢ 国内外のエアラインから300機以上受注も、度重なる設計変更等により、合計6回の納入延期。

➢ 2020年10月30日、三菱重工は、 「中期経営計画」において、開発活動は一旦立ち止まり、再開のための
事業環境の整備に取り組む方針を表明。体制縮小し、書面での型式証明（TC）取得作業は継続。

※政府としては、要素技術開発（経済産業省）、安全審査体制（国土交通省）等の事業環境整備を支援

＜スペースジェットの課題＞

➢ 安全認証プロセスの理解・経験不足

高度化した認証プロセスへの理解・経験不足により、設計変更等を繰り返し、開発が長期化。

➢ 事業構造

エンジン、アビオニクス（電子機器）等の主要装備品をほぼ海外サプライヤーに依存。開発が長期化する中、コスト面や生産体
制確保など、海外サプライヤーからの必要な協力の確保が困難に。

➢ 市場環境

当初、米国市場の制限緩和（労使協定による機体サイズの制限）を見込み、90席クラス（M90）の開発を行ったが、今に至る
まで緩和は実現されず。足下のＲＪ市場もパイロット不足等により先行き不透明。

29



'40'10 '15 '20 '25 '30 '35'80 '85 '90 '95 '00 '05

A380シリーズ（550席以上）

747シリーズ（350～400席）

A350シリーズ（320～360席）

A340シリーズ（250～300席）

A340後継（300～400席）

A330シリーズ（250～280席） A330後継（250～280席）

A320シリーズ（100～180席）

A320後継（120～200席）

A310シリーズ（200席）

A220シリーズ（100～150席）

787シリーズ（250～330席）

777シリーズ（320～380席）

757・767シリーズ（200～250席）

737シリーズ（100～150席）

737MAX（150～180席）

A321XLRシリーズ（180-220席）

777X（350～430席）

今後の航空機開発の不透明性の高まり

⚫ 双通路機の新規開発は当面見込まれず、これまで中小型航空機（2020年代半ばにローンチと想定）への
参画を目指してきたが、具体的なプロジェクトが立ち消えた状況。

⚫ 中小型単通路機市場は今後の市場性を踏まえると新型機開発の可能性が高いと予測されるが、新型機開
発の時期、内容が不透明に。

ボーイング機運航期間（２０年）凡例： エアバス機運航期間（２０年）

400席以上

300～400席

200～300席

100～200席
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NMA（757後継機）

双通路機新型機のEISから、
10年程度であり、
当面、新造機の開発は見込めない

国際共同開発参画を目指して取り
組んできたが、計画立ち消え

次の開発の可能性が高いエリア
一方で、下記要因により開発時期や
内容が不透明化
① ボーイング社は当面新型機開発

を行わないと発表
② エアバス社は水素航空機開発

（2035年EIS）を発表
③ スタートアップによる次世代航空

機技術の取組み加速（まずは
100席以下から）

※なお、各社様々な検討を行っていると推察され、
具体の時期等は予断を許さない



航空分野におけるCO2削減に関する国際目標

⚫ 航空分野では、従来より温室効果ガス低減に関する国際的な合意目標が存在。2021年10月にIATA、
2022年10月にICAOにおいて、2050年カーボンニュートラル達成の目標を合意。

⚫ 日本としても、2022年7月下旬、ICAOのハイレベル会合内で、日本の国際航空分野において2050年まで
にカーボンニュートラルを達成することを公式に宣言しており、航空分野におけるCO2削減の動きが活発化。

⚫ SAFの活用、新技術の導入、運航方式の改善を組み合わせなければ目標達成が難しいことが示されている。

31

航空機技術

運航改善

バイオマス、固体・液体
ゴミ由来SAF
排ガス由来SAF

大気中CO2由来SAF

極低温水素

低炭素石油燃料

上記取組後も削減す
ることができないCO2

凡例

シナリオ１：高い実現可能性と低い野心 シナリオ３：低い実現可能性と高い野心

航空機の技術を2050年
時点に固定した場合
（他シナリオも同様）

（2019年比160%）

954 MtCO2

203 MtCO2

（2019年比33%）

◎2050年時点の削減率：39%（約600Mt）
航空機技術：20% 運航改善：4% SAF：15%
（2070年：航空機技術：24% 運航改善：6% SAF：19%）

◎2050年時点の削減率：87%（約1,360Mt）
航空機技術：21% 運航改善：11% SAF：55%
（2070年：航空機技術：41% 運航改善：11% SAF：41%）

機
体
の
技
術
革
新

運
航
方
式
の
改
善

S
A
F

機
体
の
技
術
革
新

(

液
体
水
素
燃
料)

温室効果ガス低減に関する国際的な合意目標 LTAGレポートで示されたシナリオ

短中期目標 長期目標

パリ協定
・産業革命以降の平均気温上昇を2度未満に抑制(義
務)、1.5度未満に抑制(努力)
・今世紀後半には排出量と吸収量を均衡させる(義務)

協定下で
の日本の
目標

・2030年度までに2013年
度比総排出量46%減（全
分野として）

・2050年カーボンニュートラ
ルの実現を目指す

国際航空
業界団体
（IATA）

・2020年からの年平均
1.5%の燃費改善
・2020年以降総排出量を
増加させない

・2050年炭素排出をネット
ゼロ（2021年10月4日 第
77回IATA年次総会で採
択）

国際民間
航空機関
（ICAO）

・燃料効率を年平均２％改
善
・2020年以降総排出量を
増加させない
*CORSIA（国際航空にお
けるカーボンオフセット制度）
により2035年に達成すること
を意図

・2050年炭素排出をネット
ゼロ（2022年10月7日 第
41回ICAO総会で採択）

出典：国際民間航空機関（ICAO）公表資料より経済産業省にて作成



新技術の導入による排出量削減

⚫ 新技術が導入される次世代航空機においては、様々なコンセプトが存在し、どの技術オプションが採用され
るかについて、不透明性が大きい。

⚫ その中でも、航空機のエネルギー源の変革の対象、時期については、SAF(持続可能な航空燃料）は機体サ
イズ等に制限されず2020年代から導入、電動化は小型機を中心に2020年代後半以降に導入、水素燃
料電池は小型機を中心に2025年代以降、水素燃焼技術は中小型機中心に2035年以降に導入されると
分析されている。

出典Waypoint2050 SECOND EDITION
（https://aviationbenefits.org/media/167417/w2050_v2021_27sept_full.pdf）

※赤枠は、電動ハイブリッド化についてのタイミング

次世代航空機の類型 エネルギー源変革の見通し
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SAFがメインオプションとなったとしても、供給量、価格の観点から、
革新的な燃費向上を実現するためのゲームチェンジは必須

出典：NEDO「2022年度成果報告書 グリーンイノベーション基金事業／次世代航空機の開発/次世代航空機の開発
に関する情報収集等調査」を経済産業省にて編集

https://aviationbenefits.org/media/167417/w2050_v2021_27sept_full.pdf


世界のエアラインにおける環境対応

⚫ 世界のエアラインにおいても、ICAOによる国際目標の策定を受け、CO2削減目標の設定や、SAF導入に向
けた取り組みを各社が行っている。

CO2削減目標

SAF導入に向けた取り組み例エアライン 長期短中期

デルタ航空 Northwest Advanced Bio-fuelsと連携
2050年までに純CO2排出量

2005年比▲50％
2021～35年の国際線CO2排出
増加をカーボンニュートラル化

ルフトハンザドイツ
航空

Power-to Liquid、CCUSの取組み有り
2050年までに純CO2排出量

2005年比▲50％
2020年からのCO2のニュートラルな成長

KLM・エールフランス
航空

企業向けSAF購入サービス有り
欧州Flightpathイニシアチブに積極関与

ー
2030年にCO2フットプリントを

2005年比▲15％

JAL
Fulcrumに出資

国産SAFを搭載した飛行など、SAFの開発促進や活用を実施
2050年までにCO2排出量

実質ゼロ（機材更新、運航技術、SAF）
2030年度にはCO2の総排出量を

2019年度の90％に抑える

ユナイテッド航空
Fulcrumに出資・連携

Direct Air Captureに取組むベンチャーに出資
2050年までに100％GHG削減（オフセット

を含まない）
ー

アメリカン航空
Deloitte社とSAF Certificateと呼ばれるSAF購入スキーム立ち

上げ、HEFA＋の導入

2050年までに100％GHG削減（機材更
新、航空技術、運航技術、SAF、オフセッ

ト）
2020年以降は純CO2排出量に削減

IAG シェル・Velocysと連携2050年までにCO2排出量をネットゼロ
2020年1月からすべての国内線の

排出量をオフセット

フィンエアー SkyNRGと連携したサービス2045年までにカーボンニュートラル
2025年までにネットCO2排出量

2019年比▲15％

ANA
NESTEとSAFの中長期的な供給に向けた戦略的提携

国産SAFを搭載した飛行など、SAFの開発促進や活用を実施

2050年までにCO2排出量実質ゼロ
（航空技術、運航技術SAF、オフセット、ネ

ガティブエミッション技術）

2030年度にはCO2の総排出量を
2019年度（1,233万kL）以下

出典：国土交通省「航空機運航分野におけるCO2削減に関する検討会」第１回資料と各社公表資料を基に経済産業省作成
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34/58

エアバス（フランス）

⚫ 2035年までに機体開発

⚫ コンセプトモデル3種

出典：エアバスHP https://www.airbus.com/en/innovation/zero-emission-journey/hydrogen/zeroe

◼ 水素航空機の開発に力をいれている

出典：第２回 航空機関連サプライヤーによる脱炭素化実現セミナー（中部経済産業局主催） 「航空機関連サプライヤーにおける脱炭素活動３ステップとそのPR」より抜粋

https://www.airbus.com/en/innovation/zero-emission-journey/hydrogen/zeroe


35/58

エアバス（フランス）

• 資源の効率的活用。

• 有害な廃棄物を最小限に抑制。

• リサイクル可能な梱包材の利用促進。

• 使い捨てプラステックの削減。

• エネルギー消費を20%削減。

• 自社の温室効果ガス排出量を63%削減。

• 残った排出量はオフセットし、ニュートラルへ

• SBTi＊認証を取得する。

＊SBTiとは「Science Based Targets initiative」の略称で、科学に基づく

気候目標を設定した組織・企業間のコラボレーションのこと。

＜自社の取組み＞ ＜サプライヤーに求める取組み＞

エアバス.「サプライヤー行動規範」. 

https://www.airbus.com/sites/g/files/jlcbta136/files/2021-
07/Airbus-Supplier-Code-of-Conduct.pdf,(参照2023-06-07)

エアバス.「排出量に関する声明」. 
https://www.airbus.com/en/sustainability/reporting-and-performance-
data/emissions-statements,(参照2023-06-07)

出典：第２回 航空機関連サプライヤーによる脱炭素化実現セミナー（中部経済産業局主催） 「航空機関連サプライヤーにおける脱炭素活動３ステップとそのPR」より抜粋

https://www.airbus.com/sites/g/files/jlcbta136/files/2021-07/Airbus-Supplier-Code-of-Conduct.pdf
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ボーイング（アメリカ）

⚫ SAFを自社で活用

⚫ 2030年までにSAF率100％活

用に適合する航空機を提供

⚫ NASAと省エネ実証機を設計・

製造・飛行させる。（予算約

1,600億円）

⚫ 遷音速トラスブレース翼

⚫ 2030年代に実用化目指す

◼ SAF（持続可能な航空燃料）や低燃費機体の開発など

出典：第２回 航空機関連サプライヤーによる脱炭素化実現セミナー（中部経済産業局主催） 「航空機関連サプライヤーにおける脱炭素活動３ステップとそのPR」より抜粋



37/58

ボーイング（アメリカ）

• 資源の効率的活用。

• 有害な廃棄物を最小限に抑制。

• リサイクル可能な梱包材の利用促進。

• 製品ライフサイクル全体でのプロセス改善。

• 改善活動の報告。

ボーイング.「Sustainable Aerospace Together 」. 2022 Sustainability Report (boeing.com),

(参照2023-06-07)

＜自社の取組み＞

• 製造設備等の整備により25％削減。

• 再生可能エネルギーの活用を28%に。

• 代替燃料への投資と実証。

＜サプライヤーに求める取組み＞

ボーイング.「サプライヤー行動規範」.
https://www.boeingsuppliers.com/principles/Boeing_Supplier_Cod
e_of_Conduct.pdf,(参照2023-06-07)

出典：第２回 航空機関連サプライヤーによる脱炭素化実現セミナー（中部経済産業局主催） 「航空機関連サプライヤーにおける脱炭素活動３ステップとそのPR」より抜粋

https://www.boeing.com/resources/boeingdotcom/principles/sustainability/assets/data/2022_Boeing_SR_Exec%20Summary.pdf
https://www.boeingsuppliers.com/principles/Boeing_Supplier_Code_of_Conduct.pdf


１．気候変動における世界の動向

２．カーボンニュートラルに係る各種動向

３．我が国の航空産業の現状認識

４．国内のカーボンニュートラルに係る政策動向

５．当地域における各種動向等

６．その他
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我が国の2050年カーボンニュートラル実現に向けたこれまでの取組

⚫ 2020年10月の2050年CNの表明以降、その実現に向けて、グリーン成長戦略を策定・具体化、
第6次エネルギー基本計画、地球温暖化対策計画、パリ協定に基づく成長戦略としての長期
戦略を策定してきた。

2050年カーボンニュートラルの表明（10月26日）

2021年

2022年

2030年度の温室効果ガス排出量46%削減目標の表明（4月22日）

✓ グリーン成長戦略の具体化（6月18日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ イノベーションのスパイラルを起こすため、①政策手段や各分野の目標実現の内容の具体化、②脱炭素効果以外の国民生

活のメリットの提示という観点から具体化

✓ 第6次エネルギー基本計画の策定（10月22日閣議決定）
➢ 2030年46％削減に向けたエネルギー政策の具体的政策と2050年CNに向けたエネルギー政策の大きな方向性（供給サ

イドに力点）

✓ グリーン成長戦略の策定（12月25日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ 2050年CNに向け、将来のエネルギー・環境の革新技術（14分野）について社会実装を見据えた技術戦略＋産業戦略

国連へ新たな削減目標を反映したNDC＊を提出（10月22日） ＊NDC:Nationally Determined Contribution

✓ 地球温暖化対策計画（10月22日閣議決定）
➢ 新たな2030年度温室効果ガス削減目標やその裏付けとなる対策・施策を提示

✓ 長期戦略（10月22日閣議決定）
➢ パリ協定の規定に基づく長期低排出発展戦略として、2050年CNに向けた分野別長期的ビジョンを提示
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✓ クリーンエネルギー戦略 中間整理（5月１３日）
➢ 成長が期待される産業ごとの具体的な道筋、需要サイドのエネルギー転換、クリーンエネルギー中心の経

済・社会、産業構造の転換、地域・くらしの脱炭素化に向けた政策対応などについて整理

✓ GX実現に向けた基本方針 閣議決定（２月１０日）
➢ ロシアによるウクライナ侵略以降、エネルギー安定供給の確保が世界的に大きな課題となる中、GX（グリーントラン

スフォーメーション)を通じて脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の3つを同時に実現するべく、GX実行会議や各
省における審議会等での議論を踏まえ、「GX実現に向けた基本方針」を閣議決定

2023年



• 政府は、GXを総合的かつ計画的に推進するための戦略（脱炭素成長型経済構造移行推進戦略）を策定。戦略はGX経済への移行状況を検討し、適切に見直

し。

✓ 世界規模でグリーン・トランスフォーメーション（GX）実現に向けた投資競争が加速する中で、我が国でも2050年カーボンニュートラル等の国
際公約と産業競争力強化・経済成長を同時に実現していくためには、今後10年間で150兆円を超える官民のGX投資が必要。

✓ 昨年12月にGX実行会議で取りまとめられた「GX実現に向けた基本方針」に基づき、（１）GX推進戦略の策定・実行、（２）GX経済移行債
の発行、（３）成長志向型カーボンプライシングの導入、（４）GX推進機構の設立、（５）進捗評価と必要な見直しを法定。

脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律【GX推進法】の概要

（１）GX推進戦略の策定・実行

背景・法律の概要

① 炭素に対する賦課金（化石燃料賦課金）の導入

• 2028年度（令和10年度）から、経済産業大臣は、化石燃料の輸入事

業者等に対して、輸入等する化石燃料に由来するCO2の量に応じて、化石

燃料賦課金を徴収。

② 排出量取引制度

• 2033年度（令和15年度）から、経済産業大臣は、発電事業者に対して、

一部有償でCO2の排出枠（量）を割り当て、その量に応じた特定事業者

負担金を徴収。

• 具体的な有償の排出枠の割当てや単価は、入札方式（有償オークショ

ン）により、決定。

（３）成長志向型カーボンプライシングの導入

• 政府は、GX推進戦略の実現に向けた先行投資を支援するため、2023年

度（令和５年度）から10年間で、GX経済移行債（脱炭素成長型経済

構造移行債）を発行。

（２）GX経済移行債の発行

（４）GX推進機構の設立

※ GX経済移行債や、化石燃料賦課金・特定事業者負担金の収入は、エネルギー特別会計の
エネルギー需給勘定で区分して経理。必要な措置を講ずるため、本法附則で特会法を改正。

• 経済産業大臣の認可により、GX推進機構（脱炭素成長型経済構造移行

推進機構）を設立。

（GX推進機構の業務）

① 民間企業のGX投資の支援（金融支援（債務保証等））

② 化石燃料賦課金・特定事業者負担金の徴収

③ 排出量取引制度の運営（特定事業者排出枠の割当て・入札等）

等

• GX投資等の実施状況・CO2の排出に係る国内外の経済動向等を踏まえ、施策の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な見直しを講ずる。

• 化石燃料賦課金や排出量取引制度に関する詳細の制度設計について排出枠取引制度の本格的な稼働のための具体的な方策を含めて検討し、この法律の施行

後２年以内に、必要な法制上の措置を行う。

（５）進捗評価と必要な見直し

※ ①②は、直ちに導入するのではなく、GXに取り組む期間を設けた後で、エネルギーに係る負

担の総額を中長期的に減少させていく中で導入。（低い負担から導入し、徐々に引上げ。）

• 炭素排出に値付けをすることで、GX関連製品・事業の付加価値を向上。

⇒ 先行投資支援と合わせ、GXに先行して取り組む事業者にインセンティブが

付与される仕組みを創設。

• GX経済移行債は、化石燃料賦課金・特定事業者負担金により償還。

（2050年度（令和32年度）までに償還）。

※ 今後10年間で20兆円規模。エネルギー・原材料の脱炭素化と収益性向上等に資する革新
的な技術開発・設備投資等を支援。

40



１．気候変動における世界の動向

２．カーボンニュートラルに係る各種動向
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伊勢湾岸における水素・アンモニア等の新たなサプライチェーン構築及び拠点形成に向けた動き

JERA 碧南火力
（アンモニア混焼）セントレア空港

四日市コンビナート

知多コンビナート

名古屋港

➢ 名古屋港は、輸出総額で全国の１５％程度を占め、取扱量は５大港中最大
➢ 発電、石油メーカー等の水素・アンモニア新エネ供給候補者とともに、鉄鋼、化学及
び中小企業を含めた自動車産業等の新エネ需要がある事業者も多く、伊勢湾を取
り囲む三重県から愛知県でコンパクトに産業セクターが集積

➢ JERA碧南火力において、アンモニア20％混焼の実証スタート
➢ 将来的な水素利活用の見込みのある複数企業によるコンソーシアムの形成

アンモニア供給イメージ

SAFの供給イメージ

水素供給のイメージ

トヨタ自動車を中心
とした自動車産業

※中部圏水素・アンモニアサプライチェーンビジョンより抜粋

【中部圏の水素・アンモニア需要量の目標値】



⚫ 中部圏水素・アンモニア社会実装推進会議にて中部圏における水素及びアンモニアの社会実装を
目指した取組の方向性を示す「中部圏水素・アンモニアサプライチェーンビジョン」を策定。

⚫ ビジョンでは、水素とアンモニアの需要と供給を一体的かつ大規模に創出し、世界に先駆けて広域
な社会実装の実現に向けた取組の方向性を示す。
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中部管内の水素等に関する動き（中部圏水素・アンモニアサプライチェーンビジョン）

出典：愛知県HP等より中部経済産業局が作成

●ビジョンの概要
・中部圏を取り巻く現状

・目指すべき中部圏のミライ＊

・中部圏における取組の方向性
➢ 水素・アンモニアサプライチェーン構築
➢ 水素・アンモニアの需要創出・利活用
➢ 水素・アンモニアに関する専門人材の育成
➢ 水素・アンモニアの普及啓発・理解増進

＊中部圏のミライ水素・アンモニアの需要量の目標値



中部地域のカーボンニュートラル取組事例について

⚫ 2050年カーボンニュートラル（CN）に向けて、先行的に取組を行う関係者の紹介。
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https://www.chubu.meti.go.jp/d12cn/03_kigyo/index.html
掲載事例



事例紹介

CN対応で一歩先を行く航空サプライヤーを目指して

加賀産業株式会社

愛知県名古屋市の加賀産業㈱は「能動的チャレンジ」の精神で業界の中で先んじて課題解決に取り組みます。

航空サプライヤー企業初となる中小企業版SBT認定

ここがポイント

設備毎のエネルギー使用量を把握

SBT認定取得の際に全体のエネルギー使用量を把握し、大枠のロードマッ
プを作成したが、設備毎のエネルギー使用量を把握出来ていなかった。行
政支援施策の省エネ最適化診断を利用して設備ごとのエネルギー使用量を
把握し、詳細な削減シナリオを作成。

製品のCFPへのチャレンジ

中小機構の支援を受け、自社製品のヘルメットのバイオマス原材料導入前後
のCFPを算定。今後は主力製品である航空宇宙製品にもCFPを導入していく。

航空宇宙製品へのリサイクル原材料の利用を研究

航空OEMの求めるカーボンニュートラル対応で他社との差別化を図るため、
航空宇宙製品へのリサイクル原材料の利用を産学官連携で研究。

Copyright (C) METI CHUBU All rights reserved.

CN取組の内容

2023年度カーボンニュートラルを目的に2021年度を
基準年度として42％の温室効果ガス削減を目標設定
し、SBT認定を取得。早くに取り組むことでノウハ
ウをつかみ、新たなビジネスチャンスと捉えチャレ
ンジ。海外企業へ自社のカーボンニュートラル対応
の姿勢を分かりやすく示せるツールとして活用。

原材料の転換

航空関係者とカーボンニュートラルへ
の方向性としてリサイクル原材料利用
を打ち出し、まずは自社製品のヘル
メットにバイオマス原材料に転換して
いくことにチャレンジ。

※1） SBT･･･Science Based Targetsの頭文字を取った言葉。パリ協定達成のために企業が設定する温室効果ガス削減目標。

業界
初

航空サプライチェーン各社も含めたCNへの取り組みへの展開

今後は取引先各社と連携し、サプライチェーン全体でのカーボンニューﾄラ
ルの取り組みを展開する。



⚫ CFRP（※）は、循環経済ビジョン2020の中でも、「循環システムの検討が急がれる分野」の一つとして取り上げら
れており、用途を含めた効率的なリサイクルシステムの構築が急務となっていた。

⚫ こうした中、三菱重工業株式会社及び三菱電機株式会社は、ボーイング787の複合材主翼を製造する際に
発生する端材のリサイクルスキームを構築し、CFRPリサイクル材を活用した家電（スティック型掃除機）の製品
化を実現。

⚫ 三菱重工業株式会社は、リサイクル材の用途先企業や量産に対応できるリサイクラーを発掘することで企業連
携体制の構築を主導。品質・コスト・安定性を追求した各社の連携により、経済性と環境性を両立するリサイク
ルスキームを確立。今後、家電製品だけでなく、様々な用途への拡大を目指す。

⚫ CFRPリサイクル材を用いた家電の製品化は、先進的な事例であると言える。
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家電メーカー

航空機部品メーカー
リサイクラー

ペレット化

炭素繊維の取り出し
CFRP工程端材排出
リサイクルスキーム開発

リサイクル材を用いた
製品製造

カーボンファイバーリサイクル工業株式会社

三菱重工業株式会社 広報部
TEL：03-6275-6278
本件に関するプレスリリース：
https://www.mhi.com/jp/news/220621.html

ダイセルミライズ株式会社

• 廃材でありながら、不純物が
少ない単一素材であるため、
品質が安定的。

• さらに、供給量についても、
航空機製造にはCFRPを大
量に使用するため、安定的。

ＣＦＲＰリサイクル材を活用した
スティック型掃除機 iNSTICK ZUBAQ

• 三菱電機株式会社は、ＣＦＲＰリサイクル材
を活用したスティック型掃除機「iNSTICK
ZUBAQ」シリーズの新製品を今後発売予定。

• ＣＦＲＰリサイクル材が使用されているのは、ハ
ンドル部分とパイプ部分で、ボーイング787の複
合材主翼を製造する際に発生するＣＦＲＰ
端材を再生利用したもの。

• リサイクル炭素繊維は、バージン炭素繊維と比
べ素材ＣＯ２を９０％削減可能（※）。

ボーイング787の複合材主翼と製造時に発生する端材

（※）ＣＦＲＰ：炭素繊維強化プラスチック。軽量で耐熱性に優れており、軽量化によるＣＯ２排出削減効果等を理由に、航空機や自動車をはじめとする製品において
需要拡大が見込まれている素材。多くのエネルギーとコストをかけて製造されるものの、リサイクルが容易でなく埋め立て処分されることが多いことから、循環利用に向け、
リサイクル技術の開発に加え、再生品の用途開発が急務となっている。

三菱電機株式会社

三菱重工業株式会社

樹脂メーカー

（※）「三菱重工技報」より
https://www.mhi.co.jp/technology/review/pdf/552/552004.pdf

中部地域における循環性の高いビジネスモデル構築に向けた取組事例

出典：中部経済産業局 兆しレポート（テーマ：カーボンニュートラル対応で進展するサーキュラーエコノミーの兆し）より抜粋

https://www.mhi.com/jp/news/220621.html
https://www.mhi.co.jp/technology/review/pdf/552/552004.pdf


１．気候変動における世界の動向

２．カーボンニュートラルに係る各種動向

３．我が国の航空産業の現状認識

４．国内のカーボンニュートラルに係る政策動向

５．当地域における各種動向等

６．その他
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中小機構中部（カーボンニュートラル窓口、ハンズオン支援）



URL：http://www.chubu.meti.go.jp

御清聴ありがとうございました。

http://www.chubu.meti.go.jp/
http://www.chubu.meti.go.jp/

